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要旨 

① 高齢者のみ世帯が増加し、地域や別居家族から目の届きにくい高齢者が増加している。そこで自

治体や民間事業者などでは、高齢者の日常生活における緊急時の備えとなり、日々の安心と安全

の一端を担う緊急通報システムを実施している。 

 

② 緊急通報システムの既存研究から、自治体による緊急通報システムの課題として次の２点があげ

られる。第１に、自治体による緊急通報システムでは加入者が限定されていること。第２に、高

齢者の緊急時に駆けつける近隣の協力員の確保が困難になっていることである。そこで、本研究

では、50代から70代の生活者のアンケート調査を実施し、課題とされる２点を念頭におきつつ、

生活者の緊急通報システムの認知度等を明らかにすることを目的とした。 

 

③ 緊急通報システムは、消防による実施と民間事業者などが高齢者と消防の間に介入する実施の２

つに分類される。両者の認知度は前者が約半数であったのに対し、後者は約３割であった。両者

とも知っていた人が約３割を占め、両者とも知らなかった人は約４割であった。 

 

④ 自治体による緊急通報システムの実施は９割以上の人が必要であると答え、周囲に協力員にいて

ほしい人は、年代や性、世帯構成、健康状態にかかわらず約４割となっている。現在の加入条件

では、これらの人の多くは自治体が定めるシステム利用の対象外にあるが、潜在的な利用意向が

みられた。 

 

⑤ 協力員になってもよいという意向を持つ人は７割弱を占めている。協力員の確保の困難さが指摘

されているが、地域における高齢者をサポートする資源として、高齢者やその予備軍の協力員と

しての活用の可能性が示唆される。 

 

 キーワード：緊急通報システム、認知度、協力員 
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１．研究の背景と目的 

 

（１）研究の背景 

1)高齢者のみ世帯の増加と対策 

高齢者人口は増加傾向にあり、なかでも高齢者のみ世帯が増加している。2001年、

高齢単身世帯数は全国で317万９千世帯を数え、65歳以上の者のいる世帯に占める割合

は1975年の8.6％から2001年の19.4％まで過去26年の間に２倍以上に増加した（厚生労

働省 2002）。高齢単身世帯の予備軍である高齢夫婦のみ世帯も2001年には27.8％とな

った。このように、高齢単身世帯や高齢夫婦のみ世帯など、地域や別居家族から目の

届きにくい高齢者が増加している。高齢者本人や別居家族、さらには地域および地域

住民の安心のために、これら高齢者の在宅時の緊急時対応が可能な環境作りが求めら

れている。その施策の一つに、緊急通報システムがある。緊急通報システムとは、主

に高齢者を対象に、病気やけがなどで緊急事態に陥ったとき、胸にかけたペンダント

や電話に設置した専用装置によって、しかるべき機関や人物に事態を通報できるシス

テムである。 

イギリスは緊急通報システムに積極的に取り組んでいる。イギリスの高齢単身世帯

は、65歳から74歳で29％、75歳以上では50％を占める（National Statistics 2001）。

緊急通報システムは1980年頃から自治体により実施されており（Riseborough 1997）、

利用者は116万人と推定され（Audit Commission 1998）、65歳以上高齢者のおよそ11％

が利用している（Thile 1998）。イギリス以外では、高齢者のみ世帯の増加に直面し、

高齢者の在宅ケアを推進してきたスウェーデンやデンマークでも、緊急通報システム

が自治体による基本的なサービスとなっている。 

 

2)日本の自治体による緊急通報システムのこれまで 

日本における緊急通報システムの発足は1981年の東京都保谷市（当時）の「東京老

人ホーム」での無線緊急通報システム設置が始まりとされている。その活動を受け、

東京都は1984年、都全域を対象とした緊急通報システム事業を開始した＊1。システム

の具体的な仕組みは、高齢者宅の専用発信機から緊急通報が消防に直接入り、近隣に

住む協力員が駆けつけて高齢者の状況を確認し、必要な場合には救急対応が行われる

ものである。協力員とは、緊急時に駆けつけるだけでなく、日常から高齢者をサポー

トする役割を担う人でもある。1988年には、厚生省（当時）は日常生活用具給付等の

事業の対象に緊急通報システムを加え、通報装置への補助金を開始した。これを契機

に、全国の自治体に緊急通報システムが普及していった（下開 2002）。 

筆者が実施した全国の自治体に対する実態調査では、2001年では９割以上の自治体

で緊急通報システムが実施されている。自治体における実施形態は消防による実施が

半数弱を占め、残りは通報を受けるセンターの役割が消防以外に委託されていた。委
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託先の約半数は主に緊急通報システムのコールセンターを請け負う専門事業者で、つ

いで警備保障会社、在宅介護支援センター、社会福祉協議会などであった（下開 2002）。

専門事業者や警備保障会社などの民間事業者や福祉関連施設による実施では、高齢者

からの通報が民間事業者などのセンターにつながり、必要な場合には消防や協力員に

連絡が入る方式がとられる。そうしたセンターでは、緊急通報以外にも医療・健康相

談などを日常的に行うサービスも実施されている。警備保障会社の方式では緊急出動

可能な警備員などが、タクシー会社の方式では緊急時に高齢者宅から最も近くにいる

タクシーが協力員に代わって駆けつけるといった方式も採用されている。 

 

3)自治体による緊急通報システムの課題 

上記のように自治体において緊急通報システムが実施されているが、実施形態の課

題も徐々に明らかになっている。第１に、自治体による緊急通報システムへの加入が

一部の高齢者に制限されている。すなわち、単身世帯、年齢65歳以上、常時健康状態

が不安定な高齢者のみといった条件を設ける自治体が一般的である。これらの条件の

ためにサービスを受けたくても受けられない高齢者やその家族もいる。ただし、この

ように条件が設けられている背景には、厚生労働省の補助金事業の利用対象者がおお

むね65歳以上で単身または高齢者のみ世帯等とされていることや、予算の制限上、専

用機器の設置台数に上限があることなどがあり、解決は容易でない。第２に、緊急通

報システムの加入に必要な協力員の確保が高齢者にとって困難になってきている（金

子 1995、下開 2002）。緊急通報システムを維持するために協力員を必要とする自治体

は約９割を占める（下開 2002）。しかし、地域社会との交流が少なく協力員の確保が

困難な高齢者や、頼める人はいるが迷惑をかけたくないために加入申請ができない高

齢者が多いと考えられる。一方、こうした実態に対し、生活者はどのように考えてい

るのか、緊急通報システムに対する意識調査はこれまで実施されておらず、自治体の

課題について生活者の意識面からの検討が行われていない。 

 

（２）研究の目的 

本研究では、前項で示した２つの課題を念頭において、次のように項目を設定し、

生活者の意識調査から検討することを目的とする。第１に、生活者の緊急通報システ

ムおよびそれに付随する多種の関連サービスに対する意識から、現在の緊急通報シス

テムに対するニーズを検証し、加入条件との関連を検討したい。第２に、協力員の確

保が難しいとされているが、生活者の協力員になることに対する意識から、地域社会

における協力員の確保の困難性について検討する。以上の２点について検討するにあ

たり、まずは緊急通報システムの認知度の実態を示したい。 
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２．調査の概要 

 
調査は、『在宅における安全や安心に関する調査』と題し、全国に居住する当研究

所の生活者モニターで50歳から79歳の男女計787名を対象に実施した。自治体の緊急通

報システムの加入対象は一般的に65歳以上であるが、対象年齢に近い世代でかつ高齢

期の親を持つ世代を想定し50歳以上とした。調査時期は2002年11月、調査方法は質問

紙郵送法で、有効回収数は766通（有効回収率97.3％）となった。回答者は男性が391

名（51.0％）、女性が375名（49.0％）、年代別の詳細は図表１に示した。設問は、緊急

通報システムおよび費用負担の認知度、関連サービスの利用率や利用意向、自治体の

緊急通報システム実施への意識や協力員になることへの意識である。なお、回答者の

うち自分または配偶者の親が高齢単身世帯または高齢夫婦のみ世帯である224人（全体

の29.2％、うち男性131名、女性93名）には、親の利用実態や親への意識についてもた

ずねた。 

 

３．調査結果 

 

（１）緊急通報システムの認知度と意識 

1)消防と民間事業者などによる緊急通報システムの認知度 

緊急通報システムの実施形態は、①消防が通報を受け入れ、協力員とともに対応に

あたる形態と、②高齢者と消防の間に民間事業者や在宅介護支援センター等のコール

センター等が入って対応にあたる形態である。前述のように、②の場合には警備員や

タクシーなどの駆けつけがなされる場合もある。両者について、それぞれ「すでに加

入している」、「加入していないが知っている」、「知らない」のいずれであるかたずね

た。その結果、「すでに加入している」は、消防による実施では1.0％、民間事業者な

どによる実施では1.2％に過ぎなかった。「加入していないが知っている」は同様にそ

れぞれ49.9％、33.3％、「知らない」はそれぞれ48.0％、64.9％となった（図表２）。

両者について、「すでに加入している」と「加入していないが知っている」の合計を認

知度とすると、性別や年代別で特に差はみられなかった。 

 

                      図表１ 調査対象者の属性                        （単位：人） 

 全体 男性 女性 
高齢単身世帯または高齢夫婦

のみ世帯の親のいる人 

50代 302（39.4%） 151 151 133 

60代 320（41.8%） 163 157 82 

70代 144（18.8%） 77 67 9 

合計 766（100.0%） 391（51.0%） 375（49.0%） 224（29.2%） 
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つぎに、両者の認知度についてクロス集計を行った結果、全体で最も割合が高かっ

たのは、両者とも「知らない」と回答した人で、43.3％であった（図表３）。ついで、

両者とも「加入していないが知っている」が29.0％、消防の実施については「加入し

ていないが知っている」が民間事業者などによる実施は「知らない」という回答が

20.4％となった。 

 

2)自治体による緊急通報システムへの費用負担実施の認知度 

つぎに、緊急通報システムを実施する際に、主に65歳以上の高齢者を対象として一

部または全額の費用負担を実施している自治体があることを知っているかどうかをた

ずねた＊2。「すでに加入している」、「加入していないが知っている」、「知らない」の選

択肢のうち、「すでに加入している」は1.0％、「加入していないが知っている」は

28.2％と、認知度は約３割にとどまり、「知らない」（70.4％）が約７割を占めた（図

表４）。性別や年代別で特に差はみられなかった。 

 

図表２ 消防と民間事業者などによる緊急通報システムの加入・認知度 
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図表３ 消防と民間事業者などによる緊急通報システムの加入・認知度（クロス集計） 

 

                  民間など 
すでに 

加入している 

加入していない

が知っている 
知らない 無回答 

すでに加入している 0.4 0.3 0.4 － 

加入していないが知っている 0.7 29.0 20.4 0.4 

知らない 0.1 3.9 43.3 0.1 

無回答 － 0.1 0.8 0.1 

 

 

消防 
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3)関連サービスの利用実態と関心・必要度 

a)関連サービスの利用実態と関心・必要度 

緊急通報システムに関連するサービスとして、火災報知器などの機器の設置や医療

相談電話やタクシー駆けつけなどの人的サービスがある。自治体によっては、これら

の関連サービスが緊急通報システムの付帯サービスとして実施されており、緊急時以

外のサービスを受けることもできる。2001年の調査では、自治体の付帯サービスの実

施率は、安否確認サービス（40.3％）、生活相談電話（22.6％）、火災報知器の設置

（18.9％）、医療相談電話（10.8％）、ガス漏れ報知器の設置（8.2％）、高齢者宅の訪

問（9.6％）、警備員駆けつけ（7.3％）、高齢者宅の鍵預かり（緊急時の開閉のため）

（5.5％）などであった（下開 2002）。これら多様な関連サービスについて、新しいサ

ービスも選択肢に加え、利用しているか、また利用していない場合に関心があるかた

ずねた。選択肢は、「すでに利用している」、「関心がある」、「どちらかというと関心が

ある」、「どちらかというと関心がない」、「関心がない」である。 

図表４ 自治体による緊急通報システムへの費用負担実施の認知度 

��
��
��
��

��������������������������������������������
��������������������������������������������
��������������������������������������������
��������������������������������������������

�������������������������������������������������������������������������������������������������������������
�������������������������������������������������������������������������������������������������������������
�������������������������������������������������������������������������������������������������������������
�������������������������������������������������������������������������������������������������������������

1.0 28.2 70.4 0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

����
すでに加入している

���
加入していないが知っている

���
知らない 無回答

 

図表５ 緊急通報システムの関連サービスの利用率と関心・必要度 
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その結果、「すでに利用している」の回答が１割を超えたのは「ガス漏れ報知器の設置」

（23.6％）と「火災報知器の設置」（10.8％）のみで、その他のサービスの利用率は３％

に満たなかった（図表５:左）。一方、利用率がごく少ない「ポット・ガス利用安否確

認」や「位置情報確認」、「安否確認電話」、「家族への報告」なども、「関心がある」と

「どちらかというと関心がある」の回答の合計は約５割から７割であった。 

同様に、高齢単身世帯または高齢夫婦のみ世帯の親のいる人に対して、それぞれの

機器やサービスを親が利用しているか、また利用していない場合に必要と思うかたず

ねた。選択肢は、「すでに利用している」、「必要である」、「どちらかというと必要であ

る」、「どちらかというと必要ではない」、「必要ではない」である。利用率が最も高か

ったのは「ガス漏れ報知器の設置」（12.9％）で、その他のサービスの利用率は１割未

満であった（図表５:右）。必要度は、利用率が高かった「ガス漏れ報知器の設置」や

「火災報知器の設置」で高かったが、利用率が１％未満であったサービスでも「警備

員駆けつけ」（37.5％）や「生活相談電話」（33.0％）などで「必要である」の回答が

３割を超えた。 

 

b)関連サービスへの不安 

関連サービスに対する疑問や不安を複数回答でたずねた。最も回答が多かったのは、

「詳しい情報や関連情報がわからない」（56.7％）で、ついで「サービスの利用料金が

高そうである」（56.0％）、「プライバシーが保護されるか不安である」（54.4％）、「満

足のいくサービスが得られるかどうか不安である」（43.0％）、「専門員など外部の人

が家庭に入ることに抵抗感がある」（40.7％）、「どのサービスがよいかわからない」

（38.9％）等となった（図表６）。比較的多くの人が様々な不安を感じている様子がう

かがえる。 

図表６ 関連サービスの利用に対する意識（複数回答） 
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（２）自治体による緊急通報システムおよび協力員の必要性 

1)自治体による緊急通報システムの必要性 

自治体による緊急通報システムの実施を必要と思うかたずねた。「必要である」

（55.4％）と「どちらかといえば必要である」（38.3％）を合わせると、９割以上の人

が必要性を感じている（図表省略）。「どちらかといえば必要でない」（3.4%）と「必要

ではない」（1.0%）は少数であった。 

「必要である」または「どちらかといえば必要である」と答えた理由をみると、「安

心を確保するためのサービスを提供することは自治体の役割である」（72.3％）が最も

多く、ついで「個人の費用負担だけでは民間のサービスを利用しにくい」（63.9％）、

「家族や近所の人のサポートだけでなく、他のサポートも必要である」（47.8％）など

が多かった（図表７）。 

 

2)協力員の必要性 

自治体による緊急通報システムを実施する際に必要とされる協力員について、自分

自身の周りに協力員がいてほしいと思うかたずねた。「いてほしい」（38.4％）と「ど

ちらかといえばいてほしい」（52.6％）を合わせると、約９割の人がいてほしいと答え

た（図表８）。性・世帯構成・健康状態別のそれぞれにおいて特に差はみられなかった。

また年代別でも差はみられなかった。広い範囲の人々が協力員に対するニーズを持っ

ている。 

高齢単身世帯または高齢夫婦のみ世帯の親を持つ人に親への協力員の必要性をた

ずねたところ、「必要である」が33.0％、「どちらかといえば必要である」が47.8％と

なり、必要とする回答が約８割を占めた（図表９）。必要であるという意識は、親の健

康状態や親との距離で特に差はみられなかった。親についても、健康状態などにかか

わらず多くの人が協力員の必要性を感じている。 

図表７ 自治体による緊急通報システムの実施が必要な理由（複数回答） 
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3)協力員になることへの意識 

ついで、自分自身が協力員になってもよいと思うかたずねた。その結果、「なりた

い」（8.9％）と「頼まれたらなってもよい」（57.6％）を合わせて７割弱の人がなって

もよいと答えた（図表10）。「あまりなりたくない」は25.8％で、「なりたくない」は

6.9％であった。性年代別で比較すると、男性の50代と女性の70代で、なってもよいと

回答する人が少なかった。 

 

図表８ 自分自身への協力員の必要意識―全体、性、世帯構成、健康状態別 
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図表９ 親への協力員の必要性―全体、親の健康状態、親との距離別 

（単位：%） 

 全体 親の健康状態別 親との距離別 

  親が健康 親が健康 

ではない 

30分未満 30分～ 

２時間 

未満 

２時間 

以上 

ｎ 224 115 109 50 72 97 

必要である 33.0 30.4 35.8 34.0 27.8 37.1 

どちらかといえば必要である 47.8 49.6 45.9 46.0 55.6 44.3 

どちらかといえば必要ではない 12.1 12.2 11.9 18.0 11.1 10.3 

必要ではない 4.9 6.1 3.7 2.0 1.4 8.2 

無回答 2.2 1.7 2.8 － 4.2 － 
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（１） 緊急通報システムの認知度の実態 

緊急通報システムに対する50代から70代の人々の認知度は、消防による実施が約半

数、民間事業者などによる実施が約３割で、両者とも認知していた人は約３割、両者

とも認知していなかった人が４割以上であった。性別や年代別で認知度に差はみられ

なかった。緊急通報システムの認知度は、消防による実施に集中しており、民間事業

者などを介した実施はあまり知られてない。一方、自治体による緊急通報システムの

費用負担の実施について認知していた人は３割に満たなかった。消防による実施と民

間事業者などによる実施の両者とも認知していなかった人が４割以上いたことや、自

治体による費用負担の実施の認知度が３割未満であったことは、緊急通報システムの

自治体における実施率の高さを考慮すると、これらの認知度がいまだに十分高くはな

いことを示している。 

 

（２） 緊急通報システムの必要性と求められる対策 

介護保険制度により、在宅での医療や福祉は整いつつあるようにみえる。しかし、

現在は健康であっても将来の健康に不安を抱える高齢者や、病院での治療後にできる

だけ早く在宅の生活に戻りたい人、三世代家族であっても昼間や夜間に独居となる人

などの多様な生活者の要望に対応できる状況にはない。こうした人への対応を可能と

する一つのシステムが緊急通報システムであり、緊急通報システムが必要とされてき

た要因である。 

 

図表10 協力員になることへの意識―全体、性年代別 
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2.6

－

0.8

－

2.0

－

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=766)

男性50代(n=151）

男性60代(n=163）

男性70代(n=77）

女性50代（n=151）

女性60代（n=157）

女性70代（n=67）

���
���なりたい

���
���頼まれたらなってもよい

���
���あまりなりたくない

���
���なりたくない 無回答

男
性
年
代
別

女
性
年
代
別

 

 



ＭＯＮＴＨＬＹ ＲＥＰＯＲＴ 

 

 
14 

ＬifeＤesign ＲＥＰＯＲＴ 

2003. 4 

調査の結果からも、自治体による緊急通報システムの実施を必要と考える人は９割

以上と高かった。その理由として、「安心を確保するためのサービスを提供することは

自治体の役割である」、「個人の費用負担だけでは民間のサービスを利用しにくい」な

どが多くあげられ、緊急通報システムの社会的必要性が認められている。さらに、自

分自身の周囲に協力員にいてほしい人が、年代や性、世帯構成、健康状態にかかわら

ず約４割を占めた。高齢単身世帯または高齢夫婦のみ世帯の親を持つ人では、親の健

康状態や親との距離にかかわらず親に協力員が必要であると答えた人が約８割にのぼ

った。関連サービスについては、サービスの内容に関する情報の不足や、料金の高さ、

プライバシーの保護等に関して不安がある一方で、関心やニーズは高かった。 

しかしながら、自治体による緊急通報システムの加入条件は前述のように限定されて

おり、現状の加入条件では多くの人が対象外となっている。一方で、自治体では予算

上の問題から加入対象者の枠を広めることが容易ではないことも事実である。 

そこで、こうした加入に対する条件の制限を克服するための対策として、新しい取

り組みを行う自治体もみられる。例えば旭川市では、設置費や利用費が無料になる“65

歳以上の単身または高齢者のみ世帯で健康状態がよくない方”という条件に適合しな

い希望者には、自費による購入を積極的に進めてきた。条件次第では、４万円を限度

とする助成も受けられるようにした。その結果、2002年には登録世帯約4,600のうち自

費設置は約1,700世帯で、自費設置が約４割を占めるようになった。高齢単身世帯の設

置率も、目標とする約３割に達している。設置費や利用費が無料となる加入条件にあ

う市民だけを想定していたのでは除外されてしまう市民にも緊急通報システムが提供

されている。このように、自治体の主導で設置を進めた結果、自費設置が増える事例

もある。自治体が媒体となり、自治体を経由して利用者がサービスを購入する方式も

一つの方法であろう。 

 

（３） 協力員の確保に向けて 

緊急通報システムを維持するために必要な協力員の確保が難しいとされているこ

とについては、本調査の結果から、協力員になってもよいという意識を持つ人が７割

弱となった。50代の男性と70代の女性ではやや少なかったが、全般的には高い協力意

識を持っているといえよう。 

これまで、協力員が高齢者であると、緊急時に駆けつけられずに役割を担うことが

できないのではないかと危惧する声があった。また、高齢者が協力員を確保できない

理由として、地域住民のつきあいの薄さや非協力的な姿勢があるのではないかとされ

てきた。しかし、調査の結果からは、高齢者や高齢者予備軍の世代では、協力員にな

ることへの抵抗感は低く、むしろ相互扶助の意識は高いことがうかがえる。互いに自

立した生活を支えるという意味で、高齢者や高齢者予備軍をサポートの資源として積

極的に活用していく可能性も考えられよう。             （研究開発室 研究員） 
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【注釈】 

＊1 東京都は1988年に実施主体を東京都社会福祉総合センターから東京消防庁に全

面的に受信業務を移行した（東京消防庁・東京都福祉局 1997）。 

＊2 設問文は、「（消防による緊急通報システムや民間事業者などによる関連サービ

スを、）主に65歳以上の高齢者を対象として一部または全額の費用を負担してサ

ービス提供している地方自治体があることを知っていますか」。 
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